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１．近畿技術事務所の業務概要

・ 近畿技術事務所の位置付け

・ 三本柱＋２

近畿技術事務所

施工技術及び保全技術、防災技術に関する中心的役割を担い、
国総研等の関係機関と連携しながら、本局及び事務所をアシストする。

また、防災に関する自治体支援等の拠点となる。

近畿技術事務所の業務概要（近畿技術事務所の位置付け）
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防災支援
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技術支援、新技術活用支援

コンクリート試験講習

○技術力向上に資する
技術研修・講習会等の
実施

○技術図書、地質データ、
工事完成図書などの
収集、管理、提供

災害対応技術研修

近畿技術事務所近畿技術事務所の業務概要（三本柱＋２）

●調査・分析

土木材料の品質やインフラの健全性診断など、幅広い
分野の調査・分析

各種マニュアル等の
作成

●技術の研究・開発

社会資本整備・管理の効率化のための様々な
技術の研究・開発

情報化施工推進のための検討
橋梁点検・診断

●建設技術の普及
のため
民間開発技術の
情報提供
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照明車による災害復旧支援

●災害対策支援・復旧活動

広域的かつ迅速な災害対策
支援や大規模災害からの
復旧活動を行うための調査・
研究

●防災センターの整備

災害対策機械集結

災害対策本部の第二拠点、支援
活動の拠点機能の整備

桁端部（起点側）

中間部

中間支点部

桁端部（終点側）

0%

20%

40%

60%

80%

外桁
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近畿技術事務所近畿技術事務所の業務概要（三本柱＋２）

○インフラの長寿命化に向けた保全技術の研究・開発
（堤防、河川管理用施設、橋梁、法面、トンネル、舗装など）

○産学官の連携による技術開発
○情報化施工の推進
○材料、構造の研究・開発

●技術の研究・開発

社会資本整備・管理の効率化のための様々な技術の研究・開発
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建設工業新聞(H25.7.12)12面

社会資本整備審議会道路分科会建議 道路の老朽化対策の本格実施 に関する提言
平成２６年４月１４日 社会資本整備審議会 道路分科会

「腐食」については、桁端部の方が中間部、中間支点
部よりも発生頻度が高い傾向が見られる。

これは、伸縮装置からの漏水による影響が大きいもの
と考えられる。

また、外桁の方が中桁よりもわずかに発生頻度が高い
が、これは雨水の影響と考えられる。

鋼橋（主桁）の損傷傾向

29



近畿技術事務所近畿技術事務所の業務概要（三本柱＋２）

○インフラの健全性に関する調査・診断・記録
（堤防、河川管理用施設、橋梁、法面、舗装、

路面下空洞の有無など）
○土木材料に関する調査・試験
○調査・分析結果を基に各種基準、指針、マニュアルの作成

●調査・分析

土木材料の品質やインフラの健全性診断など、幅広い分野の調査・分析

各種マニュアル等の作成
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●防災センターの整備

災害対策本部の第二拠点、支援活動の拠点機能の整備

近畿技術事務所近畿技術事務所の業務概要（三本柱＋２）

○大規模災害の復旧、対策などに関する調査・研究
○災害対策用機械の派遣・維持管理
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●災害対策支援・復旧活動

広域的かつ迅速な災害対策支援や大規模災害からの復旧活動を行うための調査・研究

・雲仙普賢岳での
無人化施工経験者

・カメラモニターと現地を
確認操作

UAV（小型無人飛行体）を被災状況調査に活用予定

大規模災害時における支援イメージ
（全地整から支援）

近畿技術事務所近畿技術事務所の業務概要（三本柱＋２）
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●建設技術の普及のため民間開発技術の情報提供

○新技術の相談、情報収集・提供
○新技術の登録・評価、活用促進

活用登録

技術のスパイラルアップ

民間等に
よる技術
の開発・
実用化

更なる技術
開発・改良
技術開発
成果の
普及

NETIS
（新技術のデータベース）

事後評価

技術の開発者
が、公共工事等
に関して、実用
化された技術を
申請、登録

直轄工事等にお
いて、施工条件
に適した新技術
を発注者、施工
者が活用

国土交通省が、
活用結果により、
技術の成立性や
活用効果等を総
合的に評価

技術概要
（経済性、施工性、品質 等）

国土交通省が、
技術の成立性や
直轄工事等にお
ける活用の妥当
性を確認

（事前審査）

公 共 工 事 等 にお ける新 技術 活用シ ステム

（ＮＥＴＩＳ利用者）

・発注者
・施工者
・設計者

申請情報 評価情報

近畿技術事務所近畿技術事務所の業務概要（三本柱＋２）

○技術力向上に資する技術研修・講習会等の実施

○技術図書、地質データ、工事完成図書などの
収集、管理、提供
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下記の研修施設等を保有し、運営
①研修棟（教室、研修生寮）
②土木構造物検査技術研修施設
③交通バリアフリー比較体験コース
④土質試験室、コンクリート試験室、

アスファルト試験室

ボーリングデータ等データベースシステム
（内部用ホームページ）

読売 11月23日（土）33面（京阪版）に掲載

近畿技術事務所近畿技術事務所の業務概要（ふれあい土木展 2013 ）

「安全・安心を支える土木技術」として、幅広い層を対象に最新の土木技術を知ってもら
うと共に、土木に対する理解を深めてもらうことを目的として開催

２２日 ７２８名の参加（学生３１８名 小学生含む）
２３日 ６１２名の参加（学生１５１名 小学生含む）

２日間で１，３４０名の参加

地元小学校の児童がへり「きんき号」をバックに

「安全・安心を支える土木技術」
近畿技術事務所にて Ｈ２５．１１／２２（金）～２３（土） 開催
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近畿技術事務所
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近畿技術事務所の業務概要（ふれあい土木展 2013）

気象台の模型による津波実演

ダム統合管理指令室の見学

ＴＥＣーＦＯＲＣＥ備品の展示 ヘリコプターの説明を聞く小学生

水中歩行体験
と水没ドア体験

30



近畿技術事務所
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近畿技術事務所の業務概要（ふれあい土木展 2013）

特別講演
「巨大災害への備えと土木技術」

予定時間を30分オーバーする熱心な講演
聴講者約170名

関西土木リーグ
最優秀賞 神戸大学大学院地盤研究室

表彰式の様子

近畿技術事務所
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近畿技術事務所の業務概要（ふれあい土木展 2014）

くらしをささえる、「人と技術」がわかる２日間

開催日時：平成26年11月14日（金）、15日（土）
午前10時～午後４時

開催会場：国土交通省 近畿技術事務所（大阪府枚方市）

特別講演：平成26年11月15日（土）午後１時～午後２時
（講師）竹村公太郎氏（日本水フォーラム事務局長）

（内容）「日本史の謎を『地形』で解く」

全国土木施工管理技士会連合会CPDSプログラム：３unit/日

近畿技術事務所
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Ⅱ．新技術への取り組み

・ 産学官の連携

・ その他の研究・開発

近畿技術事務所
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■研究会の組織構成 【新都市社会技術融合創造研究会】

□目 的 ： 社会資本の整備、維持、管理に関わる産・学・官の連携・協力による新しい
技術の研究、普及等に関する事業を行い、 もって都市再生と地域連携による経済活
力の回復に貢献し、国民生活の質の向上、安全で安心できる暮らしの確保、環境の
保全・創造に寄与することを目的とする。

□事 務 局 ： 近畿技術事務所【H24～】

□官の役割 ： 産・学・官の連携・協力による新しい技術の研究・開発・普及のため、現場の
ニーズとシーズのマッチング調整、フィールド提供、研究報告会（セミナー開催）を実施
する。

新技術への取り組み（産学官の連携）

プロジェクト選定・評価委員会

プロジェクトチーム

ワーキンググループ

幹事会

テクニカルアドバイザー

http://www.kkr.mlit.go.jp/road/shintoshikenkyukai/index.html

近畿技術事務所
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■プロジェクト選定・評価委員会及びテクニカルアドバイザー

新技術への取り組み（産学官の連携）

プロジェクト選定・評価委員会 委員名簿 テクニカルアドバイザー 名簿

所 属・役 職 氏 名

委員長 関西大学環境都市工学部 特任教授 大西 有三

副委員長 （ 一社）日本道路建設業協会関西支部 支部長 坪内 卓夫

副委員長 京都大学経営管理大学院 教授 小林 潔司

副委員長 国土交通省 近畿地方整備局 道路部長 伊勢田 敏

委 員 （ 一社）日本建設業連合会関西支部 副支部長 齊藤 久克

委 員
（一社）日本橋梁建設協会近畿事務所 構造技術部会

委員
佐合 大

委 員
（一社 ）プレストレスト・コンクリート建設業協会 関西支部

技術部会 部会長
小林 仁

委 員 （一社 ）建設 コンサルタンツ 協会近畿支部 技術部会長 久後 雅治

委 員
国土技術政策総合研究所

道路構造物研究部 橋梁研究室長
玉越 隆史

委 員 （独）土木研究所 地質・地盤研究グループ長 中谷 昌一

委 員 国土交通省 近畿地方整備局 道路調査官 沢田 道彦

委 員 国土交通省 近畿地方整備局 道路情報管理官 田中 貢

委 員 国土交通省 近畿地方整備局 近畿技術事務所長 鈴木 勝

所 属・役 職 氏 名

チーフ 関西大学環境都市工学部 特任教授 大西 有三

京都大学経営管理大学院 教授 小林 潔司

国土交通省 近畿地方整備局 道路部長 伊勢田 敏

国土技術政策総合研究所

道路構造物研究部 橋梁研究室長
玉越 隆史

国土技術政策総合研究所

道路構造物研究部 橋梁研究室 主任研究官
白戸 真大

（独）土木研究所 地質・地盤研究 グループ長 中谷 昌一

（独）土木研究所 地質・ 地盤研究グループ

地質チーム総括主任研究員
浅井 健一

（独）土木研究所 地質・ 地盤研究グループ

土質・振動チーム主任研究員
加藤 俊二

※平成26年9月末現在

新技術への取り組み（産学官の連携） 近畿技術事務所

平成14年度よりプロジェクトチームを設立。平成25年度末までに２３プロジェクトが完了し、平成26年度は継続６プロジェクト、
新たに４プロジェクトを立ち上げ。
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■設立～Ｈ２５までのプロジェクト

建通新聞 平成15年1月22日

31



近畿技術事務所新技術への取り組み（産学官の連携）

19
国土交通省重点政策2014 参考資料6（国土交通省HP）

近畿技術事務所
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■平成26年度の研究テーマ一覧 ※平成26年9月末現在

研究テーマ プロジェクトリーダー 研究期間

防
災

法
面
管
理

1 降雨特性に応じた道路通行規制のあり方に関する研究 京都大学 小山 倫史 助教 H25～H27

2 ゲリラ豪雨に対応した道路のり面監視方法に関する研究 大阪大学 小田 和広 准教授 H25～H27

盛土
管理

3 道路盛土における排水施設点検・管理手法に関する研究 神戸大学 澁谷 啓 教授 H25～H27

管
理

舗
装

4 環境に配慮した歩道舗装に関する研究
大阪市立大学 山田 優 名誉教授
近畿大学 佐野 正典 研究員

H25～H27

5 舗装アセットマネジメント高度化に関する研究 京都大学 松島 格也 准教授 H26～H28

橋
梁

6 橋梁の排水施設構造の改善に関する研究 大阪大学 奈良 敬 教授 H25～H27

7 鋼橋の疲労亀裂調査の効率化に関する研究 関西大学 坂野 昌弘 教授 H25～H27

8 橋面より実施する簡易な橋梁点検システムに関する研究 福井大学 磯 雅人准教授 H26～H28

９ ひび割れ計測機と飛行ロボットによる橋梁点検手法に関する研究 大阪市立大学 山口 隆司 教授 H26～H27

10 FRP 製簡易展開式橋梁検査足場の開発に関する研究 京都大学 杉浦 邦征 教授 H26～H28

新技術への取り組み（産学官の連携）

：H26年度新規テーマ

「見える化」新技術のイメージ

■プロジェクトリーダー 大阪大学 小田 准教授

豪雨時には道路通行規制区間（防災点検箇所）やそれ以外の箇所においても
斜面崩壊が発生し、安全で安心できる道路通行に障害を与えている。

このため、迅速な通行規制による通行障害の未然防止を図るため、豪雨時の斜面挙
動をリアルタイムに計測する簡易な監視システムや、降雨状況と土砂流出・湧水発生等
の斜面の変状との関連について研究を行い、豪雨時における道路パトロール要領（案）
策定に必要な技術資料とする。

◆雨量と通行規制（崩壊を含む）のデータ整理、分析
◆豪雨時の道路パトロールの実態把握
◆崩壊パターン及び予兆現象の検討
◆リアルタイム斜面監視システムの検討（モニタリング機器開発、カメラ等）
◆豪雨時道路パトロールの着目点の検討

■研究内容（案）

２．ゲリラ豪雨に対応した道路のり面監視方法に関する研究

近畿技術事務所新技術への取り組み（産学官の連携）

21
※異常時巡回とは、台風、豪雨、豪雪、地震等により、交通傷害若しくは災害が発生した場合、またはそのおそれがある場合の道路及び道路の利用状況を把握し、

適切な措置を講じるために行う巡回をいう。「近畿地方建設局道路巡回実施要領（案）について（」（昭和56年3年26日建近道管第93号）に規定

■近畿管内の降水量の推移と災害発生状況

過去30年間における近畿地方の時間最大降水量は増加傾向にある。また、近畿地方整備局管内における直轄国道の
通行止めを伴う災害（H9～H23）は、７８箇所発生しており、事前通行規制区間内でも点検対象外から約３０％災害が発

生している。また、事前通行規制区間外では点検対象外から約６０％災害が発生しており、想定外の雨量によって災害
が発生していると考えられる。

２．ゲリラ豪雨に対応した道路のり面監視方法に関する研究（現状と背景）

近畿技術事務所新技術への取り組み（産学官の連携）
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22箇所
61%4箇所

11%

10箇所
28%

事前通行規制区間内

13箇所
31%

6箇所

14%

23箇所
55%

事前通行規制区間外

要対策箇所

カルテ点検箇所

対策不要

点検対象外

要対策箇所

カルテ点検箇所
対策不要

点検対象外 事前通行規制区間内でも点
検箇所外から約３０％発生

事前通行規制区間外では点
検箇所外から約６０％発生

点検結果と災害発生状況の関係

計42箇
所

計36箇
所

近畿地方整備局管内における直轄国道の通行止め
を伴う災害（Ｈ９～Ｈ２３）を対象に整理
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過去30年間における

近畿地方の時間最大降水量の変化

※下記観測所における1時間最大降水量の5年毎の平均
※観測所：福井、敦賀、舞鶴、京都、彦根、豊岡、姫路、洲
本、大阪、奈良、和歌山、潮岬、新宮

1時間最大降水量が
増加傾向

0

被災状況（国道27号青井地区）

被災時の降雨量（国道27号青井地区近傍：福井県伏原）

国道27号青井地区において、豪雨により、崩壊跡斜面にたまっていた崩壊土砂が飽和状態となってゆるんだ

ことで崩壊が発生し、その崩壊土砂が流出したと考えられる。（防災診断：福井大学荒井克彦名誉教授より）
なお、斜面の崩壊は規制雨量に達する前に発生している。

■ゲリラ豪雨時の斜面崩壊状況

２．ゲリラ豪雨に対応した道路のり面監視方法に関する研究（現状と背景）

航空写真

被災箇所

至 舞鶴
市

至 敦賀
市

福井県撮影

４８．５ｋｐ（下り）

法
面
崩
落

崩積
土

被災延長１０ｍ

法長７８
ｍ

平面図

至 舞鶴
市

至 敦賀
市
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◆疲労亀裂調査手法の現状と課題抽出

◆疲労亀裂調査のスクリーニング方法の検討

◆疲労亀裂調査後の補修方法の検討（適切な塗装仕様の検討）

◆効率的な疲労亀裂調査方法等の取りまとめ

橋梁点検における鋼橋の疲労亀裂調査は、点検時に塗膜割れを目視で発見し、当該
箇所の塗膜を剥がした後にＭＴ試験（磁粉探傷試験）を行い、疲労亀裂の有無の確認を
行っている。橋梁点検において、膨大な箇所の塗膜割れが発見された場合、疲労亀裂
調査に長時間と高コストが必要となっている。

このため、今後、同様に膨大な塗膜割れ箇所の発見時において、塗膜割れ箇所の疲
労亀裂調査（ＭＴ試験）の実施が必要な箇所を抽出するため、スクリーニング方法の検
討などの研究を行う。

■研究内容（案）

７．鋼橋の疲労亀裂調査の効率化に関する研究

近畿技術事務所新技術への取り組み（産学官の連携）

■プロジェクトリーダー 関西大学 坂野 教授
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亀裂パターン図 塗膜割れ状況 MT試験

■疲労亀裂調査（磁粉探傷試験（MT試験））の方法

１．使用目的：表面及び表面近傍の亀裂調査

２．試験法：鋼材を磁化した場合、鋼材の内部を磁束が通るが、亀裂などの不連続部が鋼材に存在した場合は、不連続部
分で磁束は迂回して外側に漏れる。そこに鉄粉を近づけると、鉄粉（一般に蛍光磁粉を用いる）が磁化されて凝集吸着し、
磁粉模様が形成され紫外線を照射することで欠陥部分を判定する試験方法

３．利点：①操作方法が容易

②表面亀裂の形状及び寸法の測定精度に優れている。

③微細な亀裂の長さを測定するのに有効

欠点：①亀裂の検出には塗膜を除去する必要がある。

②内部損傷については測定不能

③亀裂の深さについて判定不能

④表面の凹凸によっては誤判定の危険

■橋梁の疲労亀裂状況
横桁貫通タイプの橋梁で主桁と横桁の接合部に亀裂が確認されている。

MT試験

７．鋼橋の疲労亀裂調査の効率化に関する研究（現状と背景）

近畿技術事務所新技術への取り組み（産学官の連携）
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近畿技術事務所新技術への取り組み（その他の研究・開発『ＭＭＳ』）

26

【概略点検】
◆車載型レーザ観測装置により堤防法面、天端の

データを取得
◆データ取得後、データを解析を行い変状箇所を

特定
・１班あたりの構成 ３名
・１時間あたりの作業量 ３０㎞／ｈ

【詳細点検】
◆変状の特定後、別途人員による班編制

を行い、メジャーやポール等により変状を計測
・１班あたりの構成 ４名

目視による点検 ＭＭＳを用いた点検

【概略点検】
◆徒歩により堤防法面や天端の亀裂、陥没等変状

の有無を目視により確認
（例）
・１班あたりの構成 ７名
・１時間あたりの作業量 １．２５㎞／ｈ

【詳細点検】
◆変状の確認後、上記と同時にメジャーやポール

等により変状を計測
・１班あたりの構成 ４名

記録

計測

計測

確認（責任者）

記録

計測

計測

確認（責任者）

運転 機器操作

データ確認
（責任者）

点検④

点検①

点検②

点検③ 点検⑤

点検⑥

点検⑦

効率化を図った人員については不足している水門、樋門等河川管理施設の点検人員として活用

点検者４名の効率化

作業日数の効率化

近畿技術事務所新技術への取り組み（その他の研究・開発『ＭＭＳ』）
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技術研究期 河川への応用調査研究期 現場実証期 ＭＭＳへの移行期

Ｈ２７以降Ｈ２６年度Ｈ２３～Ｈ２５

技術的に可能
河川の点検に利用する
ことが技術的に可能

点検業務として利用する
河川の優先順位の選定

条件が整った箇所より
ＭＭＳを採用

・点検精度検証
・コスト削減効果検証
・労務削減効果検証

ＭＭＳ技術は道路等の分野で発達、
技術的には確立 ＭＭＳ技術が、河川の

堤防点検に使用できる
か検証（精度検証）

遠距離・高密度仕様の
ＭＭＳは、堤防全体の
形状、並びにその周辺
の地表形状を把握で
き、±２０ｍｍ程度の精
度で堤防の変状把握が
可能

各整備局代表河川にお
いて、従前の点検とＭＭ
Ｓによる点検を並行して
行い、両手法の点検の
精度・コスト・労務量に
ついて比較

ＭＭＳによる点検によりコスト
削減や労務削減効果が大きく、
技術的に問題がない河川より
ＭＭＳによる点検を導入する

（導入）（研究）

成果

（成果
予定）

変状表示図

三次元立体図

近畿技術事務所
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ご清聴いただき、ありがとうございました。

くらしをささえる、「人と技術」がわかる２日間

開催日時：平成26年11月14日（金）、15日（土）
午前10時～午後４時

開催会場：国土交通省 近畿技術事務所（大阪府枚方市）

特別講演：平成26年11月15日（土）午後１時～午後２時
（講師）竹村公太郎氏（日本水フォーラム事務局長）

（内容）「日本史の謎を『地形』で解く」

全国土木施工管理技士会連合会CPDSプログラム：３unit/日
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